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インド U.P．州 1950年土地改革法について (III)

（第4巻第11号の続き）

3. 地租行政

ザミンダーリー脱止に伴い，イギリス統治―ドに確立さ

れた地社［行政制腹にと•(/）ような変化が加えられたか，咄

たは加えられなかったかを確かめるために，ザミンダー

リー廃止および土地改革法(l)r.1.I(l）それに関述する諸条攻

を紹介する前に，ウッタル・プラデシ州の地租行政法の脱

火を要約して述ぺることにしたい。第1部第1蹂と若千

瓜板するとこるも生ずるが， ここでは主として地礼額の

在定方法を中心として，その変遥をみることにする（注1)。

1775年にアウドのナワーブにより，イギリス東インド

会社に譲渡されたペナ・レス地域では，地租ははじめべ；・

レスのラージャーを通じて賦課徴収されていたが；；Cの在

姻ま入札制であり，徴収は最高額を中し出る徴収諮負人

にゆだねられていたために，股民に多大の困難を生ぜし

めていた(U:2)。

1781年ペナレス駐在官は地私行政に若干の干渉をなす

ことを要諮され，さらに1787年にラージャーの介入を排

して，新たに地租の査定・徴収を行なうための叫iliをな

すように命じられた。それに従って， 1787年から1794年

まで，土地に対する諸稲の権利記録，地租被賦課地の生

眩物の評価，土質を異にするもR々 の土地に対する標準地

租率の決定等の準餅i作業が行なわれ， 1795年に村ザミン

ダール，地租後収諮負人等を相手方として，地租額が永

久に固定された。この結果，すでに19世紀末には，ペナ

レス地域の地租負担率は，一時査定を受けた隙接賭ディ

ストリクトの3分の 1にすぎなかったといわれる（注3)。

1801年および1803年にそれぞれイギリス東インド会社

の支配下にはいったいわゆる談渡諸ディストリクトおよ

び征服語ディストリクトにおいても， 3年間ずつ2庶，

4年間 1J度の査定， litlO年後に永久在定制度が瑯入され

ることになった。徴収官はムガール王朝時代に照備され

た地租行政官吏機構，パトワーリー（村の土地台帳記録

人），カーヌンゴー（パルガーナの土地記録管理人）等

の助営に従って，地祖在定の相手方，地租額を決定し

た。また徴収に当たっては，徴収額の一定割合を報酬と

して与えることを条件に，クプシルダールにゆだねられ
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た。この方法は，報酬額をWI加させるために，過大な地
租在定額を生ぜしめ，他方パトワーリー，カーヌンゴー

の記録，証酋の不正確さと i11•よって，多くの不正を生ぜ

しめた。

氷久査定をつぎに控える 4年在定をなすに当たって，

それに必要なh'1報を得るために， 1807年に特別委員会が
任命されたが，この機伐lが一時的にではなく必要なこと
が認められ，＇1809年に Boardof Commissionersに改

糾され，地租行政の全般的監目をゆだねられることにな

った。この問，マドラスにおいては耕作股民を直接相手

方とするいわゆるライオトワーリー11叫j疫が郡入され，さ

らにマハラーシトラにおいては村落共同体の実態がり］ら

かにされるようになり．，北部イン．ドでも土地所有，小作

恨行の詳細な潤在が必要であることが認められ，また他

方ではムガール王朝末期の政治(/)系乱に甚づく農業の衰

退，耕9乍を放粂された土地に対して耕作者が少なかった

という状態もあって， この段階で地租額を永久に固定す

ることは不利であると判断され9,;,Cの滸入が延期され，

数年につい~cの再在定が継続された。

このような在定記録調査報告祖に基づいて， 1819年

に発表されたのが「近代的査定制度の礎石を胚いたのみ、

でなく，北部インドの土地保有制疫に関するわれわれの

現在有する知識の出発点であった」（注4)といわれる。＊

ルト・マッケンジーの覚え粛であったは5)。

「ほとんどすぺてのディストリクトにおいて，大祁分

の土地が議論の余地なく村ザミンダールたちに屈してお

り，その権利は時として俯人によって保有されていたが

よりしばしばバッティダールと称される一団の共同相絣

人によって保有されていた」 (f.1.:6)。そしてこの権利t:l:,

「暴力以外の何ものによっても犯されなかった。いかに

遠く離れようとも，いかに長く不在であるうとも，かれ

らをかれらの祖先の土地に結びつけている絆は解けるこ

となくかれらが帰村したときに所有を取りもどす権利は

破られなかった」（注7)。

とこるが，初期のイギリス東インド会社の社定政策は

「サダル・マルグザール（地租の徴収・納入のための政

府との直接契約者）以外のすべての土地保有者の権利を
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無にするものであった」 {i_1:8)。

したがって，地租の在定をなすに当たっては，土地共

剛相続団体の代表者となし，；との各描成員の権利，特権

を記録して，かれらを保淡すること，またタルクダール

を除外することが政治（Iりに好ましからざる結果を招米し

そうなとこるでは，タルクダールを肱裟（iり地租徴収人と

し・（取り扱い，；との管桔IK城内の村ザミンダールと甜丘

定をなすべきである，とマッンケジーは提案した（注9)。

また地{Il額ヽ功茫定に際しては，土地の生産性，生逝物

農業社会の独々の階級の権利，権益，特権のできるだけ

完全な梢報をもとにして，決定されることが紐ましいと

述ぺた（注10)。

このような勧告に従って1i加J定されたのが， Rcgulat.ion

VII of 1822であった(i.l.:ll)。

これは，森定が•If ミンダールまたは所有者と認められ

た人となされた場合には，現存地租在定がさらに 5カ年

間継続するものと規定した。耕作のために伐されたまた

は政府管理の下に保布されている地所は現存伐借契約桜

了後ザミンダールとfi先的に査定されるぺきであった。

それが実施されないところでは追い出されたザミンダー

ルに地fll(l~ 5~10%()）マリカーナ（所布名分益）が与え

られるぺきである。バッテイダーリー：およびパハイヤチ

ャーリー共肘9本の語権利も認められ，辿僻かつiii釦't任
を1Iする土地共l叫11統団体を相手方とし，その構成員に

よって指命されたあるいは過去())il'［習を考感してかれら

の間から選ばれた代理人との査定契約を認めた。サダル

・マルグザールすなわち契約当事者には，地租徴収を容

易にするために若—1:の権限が与えられ，同時にかれの怠

悛または悪滋によって肌害を栽むることのないように土

地共同相統団体の他の構成員たちの利益を保設する規定

が設けられた。クルクダールのような上級所有者と査定

がなされた場合には，相続・移転の権利を伴う私有財産

抱，または1固定地代あるいは一定の原則に基づいて決定

される地代の納入を条件として相続の権利を伴う占有権

を有する人々との湖査定が認められた。

今後の地租査定に関しては，つぎのように定められ

た。

「地租の在定または修正をなすに際しては，股菜共同

体の種々の階級の土地保有権，諸櫛利，権益および特権

に関するできるだけ十分な梢報を認知・記録する目的と

査定額の調整および土地の規模および生産物の調査とを

統合するのが徴収官の任務である。この11（内のために，

かれらの手続きは，土地似有に関する地方(f瑣行の可能

なかぎり正確な記録の作成，土地に対する餃飢龍および

所有権を2位受している，または相続あるいは移転のでき

るいかなる権益をもオiしているすべての当時者の十分に

実際(1りな詳細な記録を採用すべきである。この際特に数

人の人が岡一の物件に対し，リはなる種頬または程疫の樟t

益を保布するようなJ給合には，保布．および所1i(/）b'しなる
形態，享受されている語権益(l≫辺の性格と程似` をliOJIJす

るように注滋すぺきである。この記録は，パッティダーリ

ーまたはパハイ 4・チャーラー諮村落または類似())ところ

においては．．単にバッティー， トークまたはペハリー(/)

長のみでなく，所布者として土地を保布するすべて(/)

人，すべての土地共「雌．l続人の正確な記録を含むぺきで

ある。各種別の土地の 1ビガー当たりの地租率，土地に

対し相続権を布しているかいないかにかかわらず，移転

の権利を2お受しない在村耕作者に対して要求される生艇

物の種頻についても記録が作成されるぺきである(t}:12)。

地租在定額は，生脱性に応じて土地の等級な分頬し，

耕地ごとになされた土地の詳細な閲在と測紐に甚づいて

決定されるぺきであった。すなわち，各等級の土地の序ll

｛l通節jの認定，市場価格によるその{lli額の評価，こうし

・-c得られた粗生施額から耕f'噂用を控除して純生眩額を
得，その10~20％を徴収既Jl]として所打者のもとに残し，

残余をすぺて国家の変求額とすることであった(tl:13)。

そしてこの過程で決定された地代は，謝’頃民を保設

するために，かなり・此期にわたって変更されえないもの

とすることが、意図された（注14)。

しかし，このように詳細な瀾社，記録を伴う社定作業

は遅々として巡まず， 1年問に査定を完了した村の数は

10~20にすぎず，全州の作業を完成るすためにはさらに

60年も要するだるうと推定された（注15)。

このため， より実際的な査定方法を案出する問題が，

1833年に地和官吏会議において採り上げられ，その結果

Regulation ix of 1833が発布されることになった。そ

の決定はつぎのとおりであった（注16)。

{1) 在定は，純益tこではなく，媒なる等級の土捩につ

き実際に支払われているまたは想定される平均地代率ま

たは地租率によってなされるぺきである。それは過去の

地租納入実絞，村々の全般的繁栄状態，所有者たちの能

力と狩力，耕作面苗の削減，換金作物の耕作の発展また

は衰退，潅漑：および市場の賭施設等に函づく，全般的考・

廊，そして何よりも森定官の判断と｛建全な決定に甚づい

て，決定されるべきであった(ftl7)。

こうして＞所有者に支払われる地代の決定は，地主と
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小作人との1廿lの協定にゆだねられることになった。

(2) 土地記録(/)体系が修正され，耕地地図が維持され

ることになった。

(3) 在定は通常年Jリj|iりについてなされることになっ
た。

(-1) 地租は純沢旅囀Ii額の 3分の 2に減額された。

地代の決定は1原則として，地主と小作人との1用の協定

にゆだねられたとはいうものの， I司ーの村落に12年間｝沿

住し，耕作し統けていた小作人は土地に対し相続の権利

を伴う占有権を与えられた。

この Regulationに基づい:C,1833年から44年までの

IHJに，北西州のほとんどすべてのディストリクトの荘定

作渫が完了し，かつてアーグラに存在していたタルクダ

ーリー11JI]疫は籾成し，他方プンデルカンドのライオット

ワーリーili眼は述iifi’i任をもつザミンク‘｀ーリーilil腹によ

って骰き挽えられ，かくして北西州ー・幣が，マハールワ

ーリーと名付けられる{Iill此に，統一されることになった

(IJ:18)。

この第 1次定期在定の経験にikづいて 1944年に］）irec-
lions for settlement officersが集成された（注19)。

これは政府淡求額を， l：lfl:0)励合には純益，小（＇1：人に
よってt)卜作されている場合には粗地代と定義される。純
生旅額(/)3分(/)2を越えるぺきでない，と規定した

紐20)。

正しい純生舷額を推定するために，在定‘g•はつぎの、点

に考l哉せねばならなかった。

(1) 村の既.j!J国地および耕('1:・1II能地ffii梢，潅漑・ JI；楕i漑

媒なる土堀の統計。

(2) 過去の計f.定，以iiij(J入訴訟， また村がかつて光買，

抵当，貨ftに付されたことがあれば，その価格。

(3) 同一地僻にある他の語村(J)それと比較して0)，在

定―ドにある村の総地代額。

(-1) 民衆の性格，耕（乍様式，改良0)可能性および生施

物市場の状態。

(5) パルガーナ‘直史の滋見および近限のザミングール

たらの評価（注21)。

しかしながら，「純生産額は満）むのゆくようには認定

されえず，またたとえ特定の年あるいは一辿の年につい

て認定されたとしても，耕作の拡大または縮小，股業の

改蒋または衰退，市場および交通の発展に依存する将米

の生産物に対してはなんらの指針をも提供しないだろ

ぅ」 (it22)。それゆえ，「在定は符術的序l•Ifiにではなく，

判断と他全なl釦l-J放批による」（注23)。

60 

これは「総額配分方式 (Aggregateto detail method) 

tl:24)と呼ばれるもので，現実の地代額は無祝され，まず

敢初に以前の地租額，物（軋i(J）勅き，耕(’暉ii梢の拡大，縮

小のような企般的考J俎に基づいて，パルガーナの純生旅

額を推定し，ついでこの総額をバルガーナを構成する村

々に配分し，各村の地租負担額が公正であるかどうかを

見， さらに村の総額を各保有地に配分して，地代率に対

する影愕を見定める。もしそれが適正なものと思われな

いときには，査定官は近似の地代率をとって，それから

バルカ9＿ナ総額を祁き出す。こうして得られた結呆は

「評価は全般的劣菊itこ絡づいてなされ，のちに種々のクi.

定によって藍普当局に正当化された」(tJ:25)。

この方法は原則的には変史せしめられなかったが， 1~

幣地代の発述とともに，総地代額の認定も容易になり，

「理論的地代率制}1£.」(iJ:26)が採用されるにいたった。政

）（環求額は所打者の純釣産(J)一定割lj合とされ，純咬産は

(1)小作人の納める貨陪地（I.:;,(2）所有者によって保有され

ている，またはかれによって地代免除で他の者が（呆布す

ることを認．められている土地の地代価額，（3）森林，果

樹，訛Jル，放牧地笠からの所得，を定められた（四7)。こ

のうちで，地代が主要なものであり，•それを定めるため

に，はじめに村を1'.J然(Iり：凶後の質に従って分割し，さら

に生旅性，またそれに影特する権漑設備，施肥の状態に

従って細分割し，ついでパトツーリーの記録している納

入地代般をもとにして，各等級の土棋に対する平均地(t

率を坑定し，それを尖際に納入されている地代と比較し

ながら，地租賦課の対象となる純咲瓶邪出のもとになる

土康別地代率（村弾地代率）が決定された。

この方法は， 1875年に Departmentof Lane! Records 

and Agricultureが設けられてバトワーリー，カースン

ゴーによって管理される村の語記録が（水系的に整備され

るようになって，一段と容易になり，在定官は適．正な地

代率を自ら党出することなく，地主によって実際に受け

取られている地代額に・晶づき，それに若干の必要な修正

を施すことによって，地租額算出のもとになる地代率を

祁き出すようになった。これは「現実地代率制度」（注28)

と名づけられている。

上述のような森定方法は， 1856年に併合されたアウド

州においても，クルクダールを所布者として認めたこと

に起因する若干の変更を除いて，同一であった。その手糾

きを法典化したのがそれぞれ1873年北西州地租法 (No・

rth-Western Provinces Land Revenue Act, 1874)と

1876年アウド地租法 (OuclhLand Revenue Act, 1876) 
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であった。 1877年に両州が統合されて，同一の知事

(Governor)の下に府かれるとともに，両州の地月1行政を

統一することが必要となり， 1901年1•こ北西州およびアウ

ド地租法 (NorthWestern Provinces and Ouclh Land 

Revenue Act)が通過成立せしめられた。この法律は

1929年に究定に関する坪：tこかなり大幅Iょ修正を加えら

れ，さらにザミンダーリー）焙tl：および土地改革法の地租

に関する3位によって，地租介．定に関する部分が無効にさ

れた以ク杯は現在でも布効なものである（碑）。

第1常は用語の定義で，第2浮は地租行政当局，地fll局

(Board of Revenue)を原点に，数ディストリクトを 1

il1位とするディヴィジョンの長， Comm1ss10ner, プイ

ストリクトの長， Collector,ディストリクト内の小ilt位

クフシールの長タフシルグールの任命，権限に関する規

定，第3および4)'代は地租行政にかくことのできない語

記録， ケーワット (ld1ewnt・・・・・・所有者の姓名およびその

分益権の内容，査定地租額）， カクウニ (katauni-…・耕

作者の姓名，その保有地，地代）．カスラ (Khasra, …••

所有者の姓名，小作人の姓名，小(I•F権の別，珈漑源，土
地の性質，（乍物名播種而も’t)およびカスラに対応する地

図の維持，記入に当たる村記録人パトワーリー，パルガ

ーナの記録管理人カークンゴーの権限，汲務を規定し，

第5~8箪が地租の引f．定マハールの分割，併合，地租

の改正等について規定している。第9~101rは地租法廷

の訴泌，故判手続きに関する規定である。ここでは坑5

麻，』地租究定に］、しづいて，その手続きを述べることにす

る。

ディストリクトあるいは他の地域が究定されるべきで

あると，地方政府が考えるとき，それはその旨を公報に

明らかに，査定官を任命し，州総督によって；認可された

一般的語原則に従って，引t定の指針となる規則を作成す
る(/.l:30)。査定官ほ査定の目的のために地代率を選定し，

地租局に報告し，その承認を得てから査定提案額を定め

て，再び地租局に報告する。地租局からの命令を受けて

のち，究定官は各マハールの・在定額を究定の相手方とな

るぺき人に通逹する（注31)。純汗産額の符定方法，純狩旅

に対する地租要求額の割合，森定期間については，すぺ

て規則1こゆだねられていたが， 1955年のサハランプール

•ディストリクトの在定以来，地租額は純資産額の50%,

免定期間は1833年に始まる第 1次定期1t定以来30年とさ

れていた。

マハールとは， もし 1カ村または 1カ村の一部から成

る場合には，それにつて別箇の権利記録が作成されてお

り，また2カ村以上または語村の2部分以上より成るJ易

合には，その全地域についてかまたは，各村あるいは各部

分について権利記録の作成されている，地租納入のため

［こ •l窃l] （Iりに契約される地域(i.l:32)であって，究定の相手方

となるべき人ほ，クルクダーリー・マハールにおいてはタ

ルクダール，その他のマハールにおいてはマハールの所

布者，あるいはもし 2人以上の所有者がいる場合にはラ

ムパルダールである(tl:33)。この最後の場合，すなわち：I:

地共同相続団体の場合には，各共同相続人の地利分担附

を記録して，政府との契約の代理人となるランパルグー

ルがその地位を悪用すことのないようにしている(il:34)。

マハールの数が多くなることから生ずる行政上の不使

を除去するために，完全分割により形成される新マハー

ルに対して，而絞100ェーカー以上，または納入地租額

100)レピー以上という制限を課した(tl:35)。

以上のようにして究定されに地租は，全マハールに対

する，そしてその地代，利益または生旅物に対する第 1

俊先{l't権であり，民事法廷の判決または命令は，地fflの

滞納分が納入されないうちは，執行されえない(iE36)。マ

ハールの所有者すべてが地租納入に対し述術かつilt独の

沢任を有し，相続人は相続II寺の滞納額に対して沢任を有

する(l.l:37)。地租の納入には，壺定契約当事者が当たるわ

けであるが，土地共同相続団体の場合， ランパルダール

は，その共同相続人逹に対し，かれらによって納入される

地租額の5％以下の手数料を課すことができる(l.l:38)。こ

の最後の規定もまた多数の共同相続人を別位に取り扱う

行政上の不便を避けるために定められたものであった。

地租滞納の場合には，＇ 1序促令状，召喚状，逮捕，拘留，

勁産の染し押さえ，公売， t僻納分に ii{•T： ある I~湘罰，分

益，バッティーまたはマハールの殺し押さえ，それの同

マハール内の偵務のない共同相統人への移転，そのよう

なパッティーまたはマハールの究定額の取りilりし，ある

いはそのようなパッティーまたはマハールの公売によっ

て取り立てることができた{tl:39)。

以上から明らかなように，地租法にu•` 咀f.定手続きに関

する原則的規定(•まなく，それは必要に応じて政府によっ
て作成される規則にゆだねられていた。しかし， 1909年

頃から，このように煎要な問題は行政命令によって決定

されるべきではないという慈見が強くなり， 1922年にそ

の問題を討議する委員会が任命され，その勧告に従っ

て， 1929年に地租（修正）法が成立した（注40)。これは1901

年地租法，第5党地租の壺定に対する大幅な修正で，：と

れまで行政命令にゆだねられていた査定手続きに法の効
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力を付与したものであった。

前法第63条，地代率決定に関する規定はつぎのように

作正された。

ある地域が在定下にはいったときに，究定官またはオF.

定官補はその地域内のすぺての村を視察し，小作人によ

って支払われる地代決定に際してカーストが考應されて

いる程腐いずれかの附級の人が割引地代率で保布して

いる程渡を認定し．第62条第 1項に砧づいて作成された

規則に従って，その地域を土壌等級および在定サーク）レ

に分割し，必要と見なされるところでほ現物地代率を含

めて．地租在定のための地代率を選定し，それを地租局

に提tl1して認可をあおぐべきである(il:4i)。

柑憚地代率，すなわちサークル地代率の決定に際して

は． アウドでは，保有地からの生旅物によって生計を立

てている平均的熟錬と勤勉をもつ沢力ある小作人によっ

て支払われている哀実かつ安定した地代をもとにし，ア

ーグラでは、もしその地域に占有椛の棉屈していない土

地がまだ多く存在している場合には， 20年以上保有しつ

づけているが，前究定の際に占布権を取得しなかった占

有小作人の地代を， もし占有権の帰屈していない土地が

少ない場合には，新IF1の占有保布地を区別して，現存の

占有地代水itlをもとにすべきである(fl:42)。

究定の対象となるマハールの汽産は，そのマハールの

記録されている全納地代総額． シールおよびフトカーシ

ト，固定した現物地代率の存在しない現物地代で貸され

ている士地，地（灼免除．割引地代率で保有されている土

地等の叩磯代率での評価額（ただしアウドでは25％の
控除をなす），現物地代率が固定されている場合には，そ

の率での評価額、石その他の鉱物および自生マンゴ—果
実，木材を除く，自然産物からの所得を含む。しかし，

狩旅の党定に当たって，地代特権（カーストの高低によ

る地代率のi,iil，lift)が存在している場合には，それに対し

て1約1をなすことが規定されている(il:43)。そのようにし

て符出された狩旅額から． lり作のJ扮介には，その耕（乍地

の評価賓産額の15~30％の控除をなすこと，また所有

者・下級所有者または小作人によってあるいはその1訓

でなされた改良に対しても控除をなすべきである。特に

自作の平均而敗が65エーカー以下であるマハールでは．

控除は25％以下であってはならず，所有者の数が多いま

たはその状態が役しいところでは邸％以上t.:.Jt(加される

ペきである(tt44)。

純沢産に対する地租痰求額の割合は，通常40％である

ペきである。
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ただし，

(1) 端数のない額を決定するために，またはマハール

のii't況がそれを正当化しないところでは，現存地HI額の
減額を避けるために， 40％を越えてもよいが，いかなる

場合にも45％を越えることはできない。

(2) 所有者が多数で，かれらの状態が貧しいところで

は，現存地租額の減少をもたらさないかぎり，究定は純

狩症の38％を越えてはならない。

(3) 所有者の数および状態，またはマリカーナ（上級

所布者への納金）による重い仇担がそれを正当化すると

ころでは，地租額は純"ft旅の25~35％に定められてもよ
い(tl:45)。

上の規定にかかわらず，地租のjr1額はいかなるマハー

ルにおいても消減する要求額の3分の 1を越えてはなら

ず，また新引t定額が前究定額を 16~30%上回る場合に

は， 5ヵ年， 30％以上のJ易合には， IOヵ年にわたる漸附

的賦課スケールを採用すべきである（注•16)。

究定期liilは30年から40年に延長する(il:47)。

以上が1929年地租（修正）法の究定方法に関する主な条

項であるが，ここで注目すべきことは， 1844年の Direc・

lions for settlement officers以来，「民衆の性格，その

耕作様式」を考廊することによってカーストに応じて携

なる地代率が，認められてきた事哭が今や法の条文の形

で明文化されたことである。

この法に甚づいて森定を受けたディストリクトのうち

・ニつの典型的な場合をとって，それを示すとつぎのとお

りである。

ラニ・バレリー・ディストリクト柑澤地代

1三・一ー・カニ当たり → 
保 有 itt（I地 代 （・ルビー）

.....一ー・・-·•一→一—-.,. ·•··•一•一・・，一•• •• • ••ー・ ー・・ •• •---•- ••一

法定小作人 ｛ 特榔 7.2 
非特~tv. 8.8 

非法定小作人 ｛ 特枷 7.1 
非特椛 8.4 

ツール（又 iモし） 7.9 

又小作人 11.9 

シ ル（自作） I 5.7 
フトカーシ l、 ！ , 5.2 

税物地代！ 4.9 

邪l り1 地代' 4.7 

地......代 ..'免. 除 .・-j....．ー・ •ー・.・・5.6 
(IU所） Fillal SettlCIlICIIt Rcport oJ I.hc Rac 

Barcli District. Oudh, 1929, p. 22. 



-ク-9-’”‘“””土=-”土'~----土----が-？竺クタク=竺・クー、＇？竺？・セク2イク-之竺．、竺·’丑？土Z：ご‘: 資ー・・・ 料 --r・貪言…"”'”’

メーラット・ディストリクト探準地代

1ニーカー当たり地代
（ルビ-)

~l1i1I刈itJII!.1|t 汎I 利t•j也 11i:
----------------···—: --・ •. -------•• I -・・ • ・ •一•-- 0 - - -

保
↓

J
 
ォ 椛

旧所有 7.8 4.7 

旧占有 6.8 

} 5.3 占有(20年以上） 7.6 

占有(20年以下） 8.3 

法定および非占有 10.3 6.0 

捐 引 地 代 8.9 

フトブJーーシ ,I~ I }6.7 }、3.9
現物地代 6.2 I・ 4.1 

地代免除 7.9 I 5.5 
. .．.. -- ---・. ・---••'--··---....... -一・9--

（出所） Final Settlement Report of the 1¥1eenヽt
District, U. P., 1940, p. 38. 

ラエ・パレリーはクルクダールの地所の多いところ

で，ディストリクトの全保有地の60.7％がそれに合まれ

ており， したがってカースト別に所有地而＄＇ tの割合をみ

ると，タークー）し66.1, プラーフマン6.1, ヵャスト

3.1, シーク 3.6％となって•おり，それと対照的にカース

ト別の保有地（耕作）面梢のWIJ合はタークール18.0, プ

ラーフマン15.6, ムラオおよびカッチィー 5.8, クルミ

5.6,アヒール16.l％となっている。「クークールおよび

ブラーフマンはいずれも無頓苅な耕作者であり，いずれ

も，特に前者は地代の点で特権を卒受している・・・・・・ムラ

オおよびカッチィーは小規膜な園芸の専門家で，一部は

よりよい土猿の保有地を耕作していることにより，かれ

らの地代は一般の水郎より30％翡い。クルミは大規模に

耕作しており，このディス 1、リクトでは最良の麦および

砂餅キピ栽培者として知られている(f.I:48)。

これに対しメーラット・ディストリクトほパハイヤチ

ャう形態の土地共同相続団体が全所有面戟の52％を占め

ており，カースト別の所有地而柄の割合はジャート24.7

ヴァイシャ14.7, クーガ11.8, ラージプート 7.5, ムス

りム15.2, ブラーフマン 4.7％で，カースト別の保有地

暉はジャート30.7, グジャール11.0，クーガ10.8,・ラ

ージプート10.1, ムスリム 7.8, プラーフマン 7.1％と

なっており，自作が圧倒的に多いことを示している。こ

れに応じて，シールおよびフトカーシトが全保有地而耕

の43.2％を占めている。「特権地代はきわめてまれであ

る。．．．． 9• このディストリクトにおける特権地代欠如の理
由の一つは，東部と異なり，プラーフマンおよびラージ

ブート（クークール）のような高カースト耕作者がfJl）Jtこ

触れることを禁ずるようなカーストの拘束がないことで

あるJ(注49)。これはさらに，「耕作者としての資質は伝説

的なものである」（注50)といわれるジャートのような自作

カーストの存在に影評されたものか，•あるいは土地共同

相続団体の広汎な存在によるものか，いるいろ問題があ

るがいずれにしても，以上のようにきわめて多様な格舷

付け地代が存在していていたことを前提として，ウッタ

ル・プラデシ全体についての1945~46年の保布権別地代

率をみるとつぎのとおりである．o

保有珈別地代

保 有・杵Rl t(Jいこil一呵五噂ご孟
たり

----i―...—·ー． I -• -一···-—•一—

アーグラ

永代保有椛所持者

固定地代率小作人

IFI所布小 (‘F人

占有小作人

ll・ 腱小作人

一時小作人

9
8
9
7
7
6
7
8
0
9
 

1

3

4

4

6

 

276901831289661 

9

9

 

3

9

凡

6
,
9
4

8
0
5
1
5
3
1
7
 

2
，
凡
訊
孤

ロ706嬬
0439245

9

,

 

2

8

 

ー

165,356 965,342I 5.84 

アウド

旧所有小作人 67,4211 345,0561 5.12 

占有、卜作人 99, 2291 364, 3271 3. 67 

Il：嗅小作人 7,481,8351 47,711,7641 6．紐

非占有小作人 31, 3611 219,8541 7.01 
9.．---0. ．．．•一—| •--.. ---．．．．．.．． 

..．．--]［--（門・・)-I -29竺紅，813!163,C17,3叫5.53 
(111所） Z.A. C. Ref,o.,・t, vol. 2. p. 89. 

すでに第1部第1漱において1lIPi1に触れておいたよう

に， 1n所有小作人，占布小作人は他の種類の小作人に比

べて，地代の点で俊利な取り扱いを受けていた。そして

先にラエ・パレリーの例で示したように同じ稲類の小作

人の問でも，カーストの高低による苑別が法によって11J1

らかに認められていた。

このような複雑な地租制度に対して，ザミングーリー

l兎．Iし委員会が廃止後どのようにそれを変更すべきか1こっ

いてなした勧告の内容をつぎに見ることにする。

前回述べたように，ザミンダーリー廃止委員会は，少

数の又小作人等を除いて，大部分の小作人並びにIF.I所有

者（自作耕地についてのみ）をパンチ・ヒッサルダール

という相続，移転の権利を伴う完全な所有権を有する一

つの保有権1、こすることを勧告していた。このパンチ・ヒ

ッサルダールによって納入される地租はどのようにして

決定されるべきかについては，「査定の基礎は地代から

純生産物に変えられるべきである。地利要求額はかくし
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て粗生産高と耕作股の符定に基づくことに・なろう」(U:51)

と述ぺている。耕作1牧の符tIItま痰なる土撰ならびに異な
る規校の保有地について}Jlj箇になされて，いくつかの探

祁！純生産率が得られることになろう。こうして得られ

た，経薪的規校の保有地の純生旅物の20％を探郡地租率

として， より小さい規模の保有地に対してはより低い1刊

合を，より大きいものに対してはより高い1}ll合を課し

・て，累進性を渫入する(tJ:52)。

これは将来の再究定に待っとして，さしあたり，地代

iげ1．宇のもっとも店jい（U：淡小作人の地代をつぎのように

滅栢することが望ましい。

保有地規楼

1ニーカー以下

1せ製地代率

帷桁率

（アンナ／Iレビー）

6 

1エーカー以．I：4エーカー以下 4 

4 " 6 、1 2 

6 " ・10,, 1 

この滅額後，同一保布地規談の占有小作人の地代も1せ

袈小作人のそれよりも高くならないようにする(il:53)。

しかし汲後につぎのように付言している。

「稲々の小作人の間に現存する不公平な差別の完全な

除去，地租率の統一1生およびその各個人の担税能力に応

ずる調整はディストリクトごとに新たに究定がなされる

まで逹成されえない。現存地代構造が先に提案した方法

で修IEされないかぎり，現存の不平等は当分存続するこ

とになろう。この問隊が現在の特椛小（乍人，特l•こ土地を

失ったザミンダールに対して，かれらの生活水郡を新し

い箭状に適応させる時を与えることになろう(tl,54)。

以上を背屈・tこして，ザミンダーリー｝如I：および土地改

1'1';.法の地租に関する語条項を次に紹介することにする。

地fll在定の．ilt（立はマハールから村に変わった。第 241

条の規定によると，プーミダールおよびシールダールの

すぺてによって納入される地租の総額はその村に対して

究定された地租とみなされ，その地租は全村のすべての

土地に対する，，およびその地代，利益または生旅物に対

する第1t及先{it権である。
プーミダールおよびシールダールによって保布されて

いるすべての土地はもちろん，この法の施行以前に与え

られた地代，地租免除地もすぺて、地．fllを払うことにな

る（第242条）。

村のすべてのプーミグールおよびシールダールが地机

納入に関して州政府に・対し述術かつ．tit独の沢任を有す

る，そして辿賠あるいはその他の仕方で相続するすべて
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の人が相続時の撒納分に対し捉任を有するが，ただしブ

ーミグールあるいはシールダールはかれの保有地に関す

る滞納分以外の地fiLの糀納額を納入することを強制され

てはならない（第243条）。

ついで規定はプーミグールおよび｀シールダールによっ

て支払われるべき地机額に移る。すなわち，第245条1：：

よるとプーミダールの納入ずべき地租額は，

(a) 土地が外l政府に帰属する"'.［前日に仲介人であ-

た者は，

（イ） 第44条 (d)(ii)項に袖づいて決定される額（こ

の党定方法については第 1部第2章において仮定例

を用いて示しておいた）。

（イー i) 地租免除または地代免松で地所を保

有していた仲介人の場合は所定の方式で定められる

額。この所定の方式については，同法規則第196-B

条に査定官補の一存によるとしている(tli55)。

（口） 固定地代率小作人の場合には，かれによって

支払われる地代に等しい額。

(9う 地代免除被贈与者の楊合には，所定の原則に

よって定められる額。これについては，同規則第

195条において，もし賠与地が奉仕に対するものとし

て保有されていた場合には， Ill:製地代率，他の場合

には，占有地代率で坑定された額と規定されている

(tl:56)。
(h) 第18条(l)b'ii(d)および(e)項に1占づいてプーミ

ダールとなったものの場合には，その土地に対してかれ

によって支払われるぺき地代1•こ等しい額。

(C) 第18条(2)節に基づいてプーミダールとなったも

のの場合には，帰屈町i'［前にかれによって支払われるペ

きであった地代の半額に等しい額。

(d) 第137条に抽づいてプーミダールの語権利を取

得する者の場合には同条(2)節(b)項に規定されてい・る地

狐 'i（すなわらシールグールであった時の地租額）の半

額。

(e) 第139条に1,§づいてプーミダーリー権を取1吋
るものの場合にも，その地租額は半額となる。

第246条シールダールの地租額1こ関する規定はつぎの

とおりである。

(a) 第19条に甜づいてシールダールとなるものの場

合には，婦屈日直前にかれによって支払われるべきまた

は支払われるべきと見なされる地代に等しい額。

(aa) 第240-B条に）店づいてシールダールとなるも

のの場合（すなわち第20条によってアディヴァーシー桶
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を取得し，のちに全部シールダーリー権を認められたシ

ールの小作人，又小作人等），、かれによって支払われるペ

きまたば支払われるべきとみなされる地代に等しい額。

(b) 第 195条に甚づいてシールダールとして認めら

れたもの（すなわちガオン・サマージの土地の保有を認．．→ 
可されたもの）の場合には，所定の方式で決定される

額。同規則第204条によると，この場合には，（l）もし協

同組合股場が設立されたときには，世襲地代率で換算さ

れた額の75％以上ただし換符額以下の間に定められ，（2)

他の掲合には泄製地代率で換符された額以上ただしその

2倍以下の問に定められるべきであると定められている

！庄57)。
(c) 第165条(a)項に益づいて，シールダールの権利

を取得するもの（ブーミダールの速法な土地移転によっ

てシールダール権が取得される場合）の場合には，前プ

ーミダールによって支払われるべき地租の2．倍に等しい

額。

(d) この法の他の条項に茄づいてシールダール権が

取得される場合には，世製地代率で換筑された額の2倍

に等しい額o

以上の規定から明らかなように，ザミンダーリー庭止

以前の保有権によって災なる地代率の不平等は，そのま

ま廃止後にもほとんど変化することなく持ち越されてい

る。プーミダールおよびシールダール内部の地租負担率

の格差は現在の統計からは得られないが，次表はその不

乎等の一端を示している。

保有椛別 1ニーカー当たり地租負担

1ニーカー当たり地租（ルビー）アサーミ
年 一の記録

ーご：ミク・ 1ご；ルク・ 1平 均竺竺一
1954~55 2.44 5.33 4.36 3.73 

1955~56 2.50 5.63 4.63 ~.81 
1956~57 2.51 5.64 4.64 4.07 

1957~58 2.53 5.67 4.64 3.81 

1958~59 2.47 5.69 4.60 3.69 

1959~60 2.53 5.77 4.67 3.68 

（出所） Singh, Baljit and S. Misra, A study of 

La11cl 1・efotms切 UttarPradesh, p. 176. 

ザミンダーリー晦止委員会の勧告した批製地代率の格

差付け引き下げが行なわれなかったのみでなく，「現存

の不平等は当分存続することになろう」というその期間

は40年先に延ばされた。すなわち，第252条の規定によ

ると，州政府は，この法の施行後40年後のいかなる時1,こ

でも，いかなるディストリクトまたはその部分の査定

（今後原査定と呼ぶ）を命ずることができる。

現行の地租率はほとんどすべてが1945年以前に査定さ

れたまま存続しているわけであり，戦後のインフレ.:.シ

ョンの過程でその負担が署しく軽減したことは事実であ

るが，このような不平等の存在は，洲発狩金を確保しよ

うとする州政府の努力を弱める要因であることは疑いな

い。 1962年末に中印国揉事件を契機に諄入された地租に

対する25％の付加税法が，その後の執拗な批民の反対に

あって，ついに昨年邪撤廃されたが，これも結局は一部

の宮裕此民を利するにとどまり，生存維持以下の水辿に

ある多数の小品にとっては，現存の不乎等の匡正のほう

が必要であろう（注58)。

査定期］蜀については， 1929年地租（修正）法と同じく，

40年とされている（第253,257条）。

第263条，在定の対象となる土地に関しては，村のブ

ーミダールおよびシールダールの全保有地と規定されて

いる。

査定方法に関しては，ザミンダーリー廃止委員会の勧

告どおり，純生産額の一定盟合ということに定めてい

る。すなわち第264条の規定によると，査定サークル内

の保有地に対して支払われるべき地租の査定に当たって

は，査定官は，所定の方式に従って認定または評価され

る通常耕作喪を控除したのちに残るその保有地の平均測

余生産額を考盛し，州議会によって翡ll定される決議に基

づく一定割合を地租額とすべきである。この割合は州政

府によって定められる格差ズケールに従って，最大の剰

余生産額の保有地に対して設高になり，最小の剰余生産

額の保有地に対して最低となるようにすべきである。

プーミダールに適用される割合はシールダールに適用

される割合の半分を越えてはならない。

1929年地租（修正）法に比して，これはきわめて一般

的な原則論にすぎないが，原査定はいずれにしても1992

年まで延ばされているわけであり，その後においてもブ

ーミダールとシールダールとの問の差は存続することに

なるわけである。

マハールの廃止とともに，地租徴収の爽任は，所有者

あるいは，土地共同相続団体の代理人ランパルダー｀ルか

ら土地管理委員会に移された（第276条）。しかしこれは

強制的なものではなく，’従来どおり，州政府は地租徴収

に当たるアミーンを任命することができる（注59)。

地租滞納額の取り立てに関する手続きは， 1929年地租

（修正）法の場合と同ーである。
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以上のように，ザミングーリー廃止および土地改革法

は，地租査定方法に関して，確かに原則的変更をもたら

しはしたが，それは40年先に実施されることを約束され

たにとどまり，現実にはイギリス統治時代末期になされ

た査定が，カースト問，保有権問の不平等を内在させな

がら，今なお存続しているのが実状で•ある。もちろん，
タルクダール，大ザミンダール等の差配人の下で，規定

の地代以外にナズラーナ，祭，祝い事の際の賠物という

形で搾取されてきた戯民が，現在では保有権の安定を確

保し，地租以外に何ものをも納めることを強制されなく

なったことは事実ではあるが，まだかれらのためになさ

れるべきことが多いといわねばならないだろう。

「シールダールは実際にかつてザミンダールに納めて

いたものを政府に納入し統けている。かくして，ザミン

ダーリー廃」L・・fまれからになんらの・救済をももたらさなか

った」(tl:60)。

（注 1) B. H. Baden-Powell, The Lane/ System of 
British Indict, London, 1892. Vo¥. 2, book 3: The 

System of Village or Mahal settlements. 

Sulekh Chandra, Gupta, Agrarian relations and 

early British Ru.le hi India; A Case Study of 
Ceded and Conquered Provinces (Uttar Pradesh) 

(1801~1833) 

B. R. Misra, Land Revenue Policy in the United 
Provinces, Benares; 1942. 

W. H. Neale, Economic Change iu Rural India; 

Land Temtl'e and Reform in Uttar Prade.,•I1, 1800• 
1955, New Haven, 1962. 

（注2) Report of the Administration of the 

珈 itedPr()vi11ces, 1920~21, p. 30. 

（注3) Baden-Powell. op. dt., pp. 5~7. Misra• 
np. cit., pp. 43~50. 

（注4) Baden-Powell, Ibid., p. 20. 

（注5) Gupta, op. dt., chapters VI, vn and vm. 
（注6) Z. A. C. Re/Jort, vol. 1, p. 83. Gupta, nた
cit., pp. 167~180. 

（注7) Z. A. C. Repo,-t, vol, 1, p. 83. 

（注8) Gupta, oj>. cit., p.170. 

（注9) Ibid., pp. 172-..73. 

（注10) Ibid., p. 180. 

（注11) Z. A. C. R⑪ort, vol. 1, pp. 125~127・ 
Gupta, ib;d., pp. 180~222. 

Misra, of>, dt., pp. 61～鉗．

（注12) Z. A. C. Re/Jm・t, vol. I, pp. 126~127. 
Gupta, ibid., p. 219. 

（注13) Gupta, ibid., p. 207. 

（注14) Ibid., p. 201. 

（注15) Misra, of>. cit., p. 64. 

（注16) Z. A. C. Re/mrt, vol. 1, pp. 128~ 129. 
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Misra, ibid., pp. 64~66. 

（注17) Gupta, op. cit., p. 299. 

（注18) Z. A. C. Report., vol. 1, p. 129. 
（注19) II成/.,pp. 129~33. Misra, op. dt., pp. 

75~78. 

（注20) Baden-Powel¥, oj>. cit., p. 43. 

Gl:21) Misra, op. cit., p. 76. Z. A. C. R('port, 

vol. 1, pp. 132~ 133. 

（注22) Z. A. C. Report, vol. 1, p. 133. 
（注23). Ibid., p. 130. 

僑 24) Baden-Powell, op. cit., p. 42. 

（注25) Ibid., p. 43. 

Gl:26) Ibid., pp. 46~62. 

（注切） Ibid., p. 48. 

（注28) Ibid., p.'18. 

（注29) U. P. code, vol. 2, pp. 709~847. 

（注30) North-Western Provinces and Ouclh La-

nd Revenue Act, 1901, secs. 59, 60 and 62. 

（注31) Ibid., secs. 63-64. 

（注32) /hid., sec., 4(4) 

（注33) /hid., sec. 5(a) 

（注34) Ibid., sec. 84. 

（注35) Ibid., sec. 109. 

（注36) Ibid., sec. 141. 

（注37) Ibid., sec. 142し

（注38) Ibid., sec. 143. 

（注39) Ibid., sec. 146. 

（注40) Z. A. C. Report, vol. 1, pp. 144~ 145. 
（注41) United Provinces Land Revenue (Amend・ 

ment) Act, 1929, sec. 63(1) 

(H:42) Ibid., sec. 63(2〉

（注43) Ibid., sec. 63-D. 

（注44) Ibid., sec. 63-1. 

（注45) Ibid., sec. 63-K. 

（注46) Ibid., secs. 63-L, 63-N. 

（注47) Ibid., sec. 94. 

（注48) Final Settlement Rejmrt of Rae Rareli, 

Oudlt, Allahabad, 1930, p. 12. 

（注49) Final Settlement Report of the 1'1err11t 

District, U. P., Allahabad, 1941, p. 19. 

（注50) Ibid., p. 15. 

（注51) Z. A. C. Report, vol. 1, p. 533. 
Gupta, of'. cit., p. 219. 

ホルト・マッケソジーの‘迂術に某づく初期のイギリ

スの政策に関述 Lて「イギリス政府の政策は独立後の

現代イソドにおいて実施されている“仲介人の廃止'’

の政策に似ている」とグプクは述ぺている。

（注52) Z. A. C. Report, vol. 1, p．邸4.

(tl:53) Ibicl., p. 438. 

（注54) Ibid., p. 439. 

（注55) Zamindari Abolition and Land Re・

fonns Rules, 1952. Lucknow, 1960. p. 125 

Gt:56) Ibid., p. 125. 
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（注57) Ibid., p. 129. 

（注58) A. M. Khusro, "Taxation of Agricultural 

Land", Eco110111ic Wceldy, vol. 15, no. 4, 5 & 6・ 

Feb. 1963.. pp. 275~82. 

A. Mitra, "Tax Burden for India Agriculture", 

AdministratioIlmld Eco91099/ie Devclopmmt iII I91-

dia, ed. by Ralph Braibanti and J. J. Spengler, 
Duke Univ. Press, 1963. pp. 281~303. 

クスロは森業所得に応じた梁進的地租賦諜方式を提

案している。またミトラは設業部門の税れ担が全体と

して経減されており，経済発展促進のためにより多く

の税を同部l"lより引き上げるぺきことを提索してい
る 。'

（注59) Zamindari Abolition and Land Rlforms 
Rules, p. 131. 

（注60) Baljit Singh, and S. Misra, A St1ヽdyof 

Land Reforms in Uttm・ Pradesh, Lucknow, 1962. 
(Type print) p. 177. 

4. 協同組合農場

完全な所有権を卒受するバンチ・ヒッサルグールを中

核とする広汎な自治椛を布する村落の確立を目的とした

ザミンダーリー廃止委員会も，土地無し労励者，非経済

的規模の所有者の経済水料i向上のためには，協同組合良

場を組織する以外解決の方法がないことを認めていた。

「したがって，選択すべき方法は，平均保有地をそれぞ

れ約10ェーカーの経済的単位に変えるか，さもなければ

それらをプールして協同組合監場を形成すべきかであ

る。われわれはすでに，個人主義的基礎に立って保有地

規携を増大するためにはなんら実際的方法のないことを

認めた。それゆえに唯一の残された方法は協同組合農楊

を試みることである」（注61)。

これより先に，すでに1946年にウックル・プラデシ州

政府協同組合局は協同組合計画委員会を任命して，今後

のその分野における政策のあり方を諮問していたが，そ

の勧告に従って1948年にはジャンシー・ディストリクト

に二つの協同組合農場が組織されていた(tl:62)。

この過程で，自発(l{]参加にこだわることから生ずる困

薙が明らかになった。

「協同組合此場の普及に当たって経験された困難はそ

の設立がそれに関連する人すぺての全員一致に基づいて

いることである。 lf!frn1とエネルギーの浪1料を避けるため

に，もしその地域の75％の耕作者が自発的に参加するな

らば，すべての人が協同組合農場に加入することを強制

的にすべきである。協同組合煤場の実験において，今ま

でに得られた経験によると，このような巌小限の強制の

要索を蒋入することなくしては，大なる進歩の逹成され

えないことは明らかである（注63)。

この勧告はザミンダーリー廃止および土地改革法に具

体化されることになった。協同組合股場設立に関してニ

つの方法が規定されている。

第295条によると， .30ェーカーまたはそれ以上の土地

に対してプーミダーリー権またはシールダーリー権を有

しているガオン・サマージの構成員10人またはそれ以上

が，協同組合農湯を形成することを望むならば， 191汲F

協同組合法に甚づいて任命された記録官 (Registrar—

州政府協同組合局の最高官吏）に対して宙面をもって申

諮することができる。

第299条は若千の強制力を認めた条項で，サークル内

の非経済的保有地に対してブーミダーリー権またはシー

ルダーリー権を有する人総数の 3分の 2以上が，そのよ

うな保布地の総而釈の 3分の 2以上を保有しており，述

帯して徴収官に対して，協同組合農場の設立を申諮する

ならば，徴収官はそのサークル内のそのような保有地の

残余の保有権者すべてに対して，そのような保有地すべ

てから成る協同組合股場が設立されてはならない理由を

質すことができる。そして，その理由が満足すべきもの

でなかった場合には，そのサークル内の非経済的保有地

すぺてから成る協同組合農場の設立を命令することがで

きる（第300条）。

州政府第 1次5ヵ年計画において，同期問内に協同組

合農場 100を 1組合当たり 1,000)レビーの出資金に対

する政府補助金をもって，設立することが決定された

（注64)。
第2次5ヵ年計画においても 100の農場設立が決定さ

れ，これらは下に掲げた表から明らかなように目栖は達

成された。しかし，どの程度とは詳細なデータが得られ

ないが，大土地保有者がその保有地を最高保有制限を

回避する目的で分割したのちに，家族構成員をもって，

協同組合製楊の登記をしたり，高カーストに属する者

が，都市に出ている家族構成員の名俊を用いて，協同組

合農場の登記をして，実際の耕作は低ヵーストの土地無

し労働者にゆだねているとか，あるいはまた協同組合股

場に対する州政府の補助金，改良種子，肥料等の優先的

陀分措骰を利用するために，比較的富裕な農民が結束す

るといった例がかなり多かったといわれている。これは

下の表からも明らかで，組合員 1人当たりの批場面戟は

第 1次5ヵ年計画に11.2エーカー，第2次計画に9.7エ

ーカーとなっている。
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ウックル・ブラデシ州の＇協 lij糾令設場

年 [;;；丁｀｀；］！ビ竺戸ぎjーロ•:；-［魯唇：）］喜五；五l夏町門[
（万ルビー） （万ルビー）

ーーー・—-- -- - - • ～ ー・—

81,7 I 1950 ~ 51 45 1,388 14,684 25.1 2.1 

1951 ~ 52 64 1,531 19,285 50.0 2.3 

1952 ~ 53 88 2,089 32,406 98.2 3.3 

1953 ・~ 54 104 2,524 35,782 121.0 4.2 

1954 ~ 55 163 3,319 42,414 122.2 7.1 

1955 ~ 56 216 4,500 50,692 133.0 12.8 

1956 ~ 57 227 5,519 54,186 142.5 15.6 

1957 ~ 58 262 6,357 61,061 166.9 22.1 

1958 ~ 59 7,809 
I 
229.4 332 73,650 36.8 

1959 ~ 60 415 9,562 84,046 237.8 49.6 

1960 ~ 61 387 8,476 82,583 232.9 60.1 

1961 ~ 62 512 

1962 ~ 63 722 . 14,892 110,828 
I ； 
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（出所） Annual v切eport011 the Worki11g of Co-operatives societies i11 Uttar Pradesh (for each yea,-）, Co・ 
operation in Uttar Pradesh, 1960.その他 Registrarof Co・perativeFarming Societiesによって与えられた

情報による。

このような傾向を阻止するために，土地改革および協

同組合此場に関する決議の採択されたナグプール会議派

年次大会の方針に沿って，現存の諸組合の迎営を調査

し，その対策を進言した ¥VorkingGroup on Co-oper-

ative Farmingの勧告に従って， 1960~61年度より政策

が改められて，小規模保有者および農業労働者によって

組織される組合の設立に重点が移された。

第3次5ヵ年計画立案に際して，ウックル・プラデシ

州政府はつぎのような方針を決定した（注65)。

(1) 組合員数は15人以上とし，その大部分が小規模耕

作者またt・た土地無し労働者または両者であること。農作

業に従事しないおよび不在地主の組合員数は総数の25%

以下とする。

(2) 組合批場の最小規楼は浙漑地で50エーカー，非浙

漑地で 100エーカーとする。

(3) 組合員は出資金として最小1500Jレビーを出すこ

と。

(4) 土地，労拗力およびその他の資源の共同管理およ

び協同耕作が行なわれること。

(5) 近親の者たちから成り，共通の食堂を有する純粋

に家族的な協同組合農場の設立は認められない。

また，政府はつぎのような財政援助を約束した。 1組

合につき，

(1) 15年賦返還の農業および生産的賠目的に対する中

期貸付4000ルヒ°ー。
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(2) 倉郎および畜舎の建設のために5000)レビー（ただ

し， 75%tま}1付， 25％は補助金）。

(3) 3年1用にわたり経営スクッフに対する補助金とし

て1200ルビー。

(4) 出資金に対し1500ルビー，（ただし，組合員もまた

同額を出すことを条件とする）。

以上のような方針に従って， 1961~62年から1962~63

年までの 2年1h1に335の組合品場が設立された。これは

目探数395には及ばなかったが，数字でみるかぎりかな

りの成功といえる。パイロット地区の協同組合貶場285,

非パイロット地区の 381について，組合員の構成を保有

地の有無，および土地保有者の場合には保有地規朕別に

従って，分類するとつぎのとおりである。

州政府が特に力を注いでいるパイロット地域において

は，経済的規模の最小限と見なされる6.25エーカー以下

のものが土地保有組合員総数の62.5％を占め，土地保有

組合員数と土地無し組合員数との比率は約4.9:1となっ

ている。また組合員総数5420のうち3931人，すなわち，

72.5％が実際の農作業に従事している。

非バイロット地区においては，非経済的規樅保有組合

員数は総数の55％で，土地保有の有無による比はほぼ

3.4: I，実際に耕作している組合員の比率は56.8％であ

る。

1961年センサスによると， ウックル・プラデシにおけ

る絣作者と股棠労働者との比率が 100:18となってお
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パイロッ 1、地区285組合

J|；パイロット地区 381組合

州総 ill・*

（注） この中には集団謀場56の分も含まれている。
(Ili所） Registrnr of Co-operative Farming Societies()）好意による。

り（眼6), 雁用問題の視点からは，バイロット地区におけ

碩験は明るい将来を約束するかに見える。しかし，そ

の経理状況に関するデークは得られなかったが，出ft金
についてみると，先に述ぺた方針にもかかわらず，組合

員出預金額1500)レビー以下という組合が，パイロット地

区組合総数の 285うちに86心あり，いわば「我困を分け

あっている」という状態が見られる。政府は最低出資金

額を現金で500)レビー，その他丈夫な雄牛，農機器の評

価額で1000ルビー以上というように変更せざるをえなか

った。

このような状態は，本質的には土地生症性の低位によ

るものといわねばならないが，一部は政策実施の面tこお

ける不統一によるところもある。

「このような不熱心と遅れは一部はその迎動を阻ll:し

ようとする強力な既得利益者によって説明されうる。し

かし，他の直要な部分は政府部内の考えの統一の欠如，

哭施機構の統一の欠如によって説明される」（注67)といわ

れるように，前回すでに紹介したウッ・クル・プラデシ州

農業大臣チャラン・シングの言動に見られるような会議

派内部における恋品の対立，そしてそれに伴って生ずる

政府部局の権限の相互調整の欠如が，．協同組合此場の順

調な発炭を妨げていることは疑いない。

•たとえば，生産諮目的のために融盗を受けるには，州

政農業局，村落開発局，信用協同組合，協同組合局，湘

漑局のような機関が並存しており，その問に利害の対立

が生じたり，また長期査金の融蛮を受ける場合には，土

地の移転権を持つプーミダールのみが，その資格を有し

（注68)，組合に大規樅なプーミダーリー保有権者がいない

ところではそのような演金を獲得することが困雉であ

るといった状態が生じている。

「第2次5ヵ年計画の問の主要課題は協同組合此場発

展のための他全な甚礎を既くような重要な諸措骰を採

り， 10年くらいのうちに低地の大部分が協同組合の線に

従って耕作されるようにすることである」（注69)という計

画委員会の方針にもかかわらず，問題はむしろこれから

というところである。

ウッタル・ブラデシ州においては2月にリりかれる11・1厳

会予党会期に協同組合農場法案が上程されることが伝え

られている。

（注61) Z. A. C. ReJHJrt, vol. 1, p. 509. 
（注62) U. P. Co-operative Dept., Coクper(ltit'じ

Development in U. P., 1951, p. 18. 

（注63) da, Progrcss of Co•OperatioIl h u. P.， 
1950, JJ. 18. 

（注64) U. P. Bureau of Agricultural Informa-

tion, The Plan Jo,・ Agricultz、raland Rural Deve_ 
lopme11t, 1950, pp. 87~88. 

（注65) U. P. Co-operative Dept., Co-operation 

i11 U. P., 1961, p. 49. 

（注66) Census of India, Paper no. 1 of 1962. 

p. 437. 

（注67) A. M. Khusr、oand A. N. Agarwal,'l'he 
ProblC99t oI C0•Oi)¢rati()c F'‘rmillg ifヽIndia.,Bom-
bay, 1961, pp. 98~99. 

（注68) India, Plannimg Commission, Programme 

Evaluation Organisation, Studies i11 Co-nperatit•e 
Farming, New Delhi, 1956, p. 133. 

（アジア紐済研究所瓶外派逍且 多1.1:11専ー）

一在ラクノウー＿＿

69 




